
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

西条市長　玉井　敏久

西条市市町村名
(市町村コード) (38206)

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

作業の分業化等、地域の農業者がそれぞれの役割を果たすとともに、集落営農について検討を進めるほか、作
業の効率化を図るため、現在亀の甲地区で進めているほ場整備事業を推進していく。また、水系や水稲の品種に
応じた作物体系についても今後検討を進めるなど、地域の農業の保全と次世代へのバトンタッチが図られる農業
の体制づくりを行っていく。
本地区特有の扇状地の立地状況を活かし、米や野菜のブランド化を進めるなど、付加価値の高い農産物を生産・
販売することにより、地区農業の活性化を図っていく。

区域内の農用地等面積

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

本地区は、高齢化や後継者不足が顕著であり、今後５年以内に離農や規模縮小する農業者が多数出てくること
が想定される。また、本地区は耕作条件が悪い農地が多く、地域内の担い手だけでは全ての農地を維持・管理す
ることが困難である。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 40

40

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

飯岡地区

（亀の甲、八幡原、半田、野田、東大道、上組、堀の内、池の内、西原、西大道、山口、野口、山本、戻川、早川、大浜）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①講演会、研修会、座談会を開催し、地域住民の意識を向上させ、侵入防止柵や緩衝帯の設置、放任果樹の除
去等により有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備に取り組む。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

認定農業者や新規就農者を中心に団地面積の拡大を進めるとともに、担い手への農地集積を進める。

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（１）農用地の集積、集約化の方針

亀の甲地区において、ほ場整備事業（農地耕作条件改善事業）が進められている。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 10

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

・基幹的従事者が高齢化している。
・宅地化が進んでいる地域とそうでない地域がある。
・地区内に複数の土地改良区がある。
・水の便が悪い等耕作条件の悪い農地がある。
・地域内で栽培品目の差別化を行い、すみ分けしている。

（船屋、玉津、市塚、横黒）
中心経営体等が担っていくが、高齢化に伴い、今後は集落営農組織やシルバー営農組織（高齢者の生きがい対
策）の設立検討も必要である。

（所藪、大谷、中土居、森戸、岡寺、川北、川南）
中心経営体が担っていくが、耕作条件が悪い等の理由で集積が難しい農地についての維持管理方法は、土地改
良区や自治会も含め検討していく必要がある。

区域内の農用地等面積 10

地域名
（地域内農業集落名）

玉津地区

（所藪、大谷、中土居、森戸、岡寺、川北、川南、船屋、玉津、市塚、横黒）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①講演会、研修会、座談会を開催し、地域住民の意識を向上させ、侵入防止柵や緩衝帯の設置、放任果樹の除
去等により有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備に取り組む。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】

市街地周辺農地が多いため基盤整備事業の実施は難しいが、可能な範囲で検討を進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

認定農業者や新規就農者を中心に団地面積の拡大を進めるとともに、担い手への農地集積を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)

地域名
（地域内農業集落名）

中央地区
（朔日市、本町、北町、松の巷、常盤巷、百軒巷、八千代巷、喜多浜、干拓、市街地１、市街地２、市街地３、上
神拝、上喜多川、下喜多川、樋之口、八丁、古川、砂入）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

本地区の担い手は、これまでの実績や信頼により、利用権設定等により地域の農地を耕作しているが、本地区の
農地は市街地及びその周辺に位置しているため、各担い手ごとに農地が分散しており、今後さらなる規模拡大や
集約化を図ることが困難な状況となっている。

今後、高齢化等により地域の担い手へ農地を預ける場合については、その農地に隣接する規模拡大意向の担い
手へ農地を集約させる。
また、担い手間の調整により、耕作権を入れ替え、農地の連たん化を図ることについても、担い手の意向や農地
の所有者等の意見も踏まえた上で、可能な範囲で検討していく。

区域内の農用地等面積 11

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 11

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域の担い手を中心に農地集積を進めるとともに、可能な範囲で団地化を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

市街地周辺農地が多いため基盤整備事業の実施は難しいが、可能な範囲で検討を進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha
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ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)

地域名
（地域内農業集落名）

大町地区

（地蔵原、新田、西の川原、沢、天皇、明神木、大南、中南、川原町、小川、上小川、下小川、北の丁、下町）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

本地区は、水稲や野菜、施設園芸等を行う地域の担い手を中心に、小規模な農業者及び定年就農者等により農
地が維持・管理されているが、今後５～10年以内に高齢等により離農や規模縮小する農業者が多数出てくること
が想定される。
また、市街地周辺農地が多く、集約化が困難な要因となっている。

現在の担い手の中には、既に耕作している農地の周辺等であれば規模を拡大可能な者もいるため、こうした農地
については、地域の担い手を中心に面的な集積を図っていく。
また、今後集落営農等についても、可能な範囲で検討を進めていく。

区域内の農用地等面積 59

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 59

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域の担い手を中心に農地集積を進めるとともに、可能な範囲で団地化を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

市街地周辺農地が多いため基盤整備事業の実施は難しいが、可能な範囲で検討を進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

①講演会、研修会、座談会を開催し、地域住民の意識を向上させ、侵入防止柵や緩衝帯の設置、放任果樹の除
去等により有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備に取り組む。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 172

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

本地区は、神戸、加茂及び大保木地区に分かれている。
このうち神戸地区は、ほ場整備実施済みエリアと未実施のエリアがあり、実施済みエリアでは地域の担い手へ面
的集積が行われているが、未実施エリアでは農道や水路の条件が悪い農地が多い。現在は水稲を軸とした２毛
作により、農地をフル活用した営農が行われているが、将来はリタイヤや規模縮小農家の増加に伴い、ほ場整備
未実施エリアでは耕作放棄地の増加が懸念されている。
また、加茂及び大保木地区は山間部に位置しており、高齢化が深刻な状況である。

ほ場整備実施済みエリアにおいては、引き続き、水稲を軸とした２毛作による農地のフル活用を進め、地域の中
心的な担い手（法人など）に面的集積を行うとともに、後継者の育成・事業継承を行っていく。
ほ場整備未実施のエリアにおいては、後継者がいない農地における貸借希望者に対して農地中間管理機構や
西条市農地バンクを活用した貸借の理解を深めるとともに、農業委員会と農業協同組合との連携を図り、荒廃農
地調査で対象となった農地の貸付希望情報を農業経営体に対して情報提供を行う体制づくりを進める。耕作条件
の悪い農地の維持管理方法については、地元土地改良区や自治会とともに検討を図る。

区域内の農用地等面積 172

地域名
（地域内農業集落名）

神戸地区
（東光、藪の内、楠、山道、山の下、宵、日明、中の段、木挽原、宵の原、釜の口、大久保、舟形、東原、新出、原、西原、奥の内、棚林、土居内、河原町、北組、東
組、中西、晩茶、土居、岡、久保、御代地、宮の首、中谷、中屋、藤之石上、藤之石下、吉居、水無、中の池、黒代、川来須、下津池、風透、八の川、李、大平、下分、
河ケ平、中寺、兎之山、上の原、大畑、山崎、黒瀬山、浦山、大保木、向、前田、浦、細野、今宮、本郷、東之川、津越、市之川、丸野、保野）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①講演会、研修会、座談会を開催し、地域住民の意識を向上させ、侵入防止柵や緩衝帯の設置、放任果樹の除
去等により有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備に取り組む。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】

ほ場整備未実施の区域について、可能な範囲で検討を進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域の担い手を中心に農地集積を進めるとともに、可能な範囲で団地化を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)

地域名
（地域内農業集落名）

橘地区

（西田、西泉東、西泉中、西泉西、楢木西、楢木東、坂元、北山、野々市西、野々市東）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

本地区は、高齢化や後継者不足により、離農や規模縮小する農業者が多数出てくることが想定される。また、本
地区には耕作条件が悪い農地も多く存在しており、地域内の担い手だけでは全ての農地を維持・管理することが
困難であるため、小規模農家や兼業農家、担い手が一体となって農地を維持・保全する必要がある。

今後、担い手のさらなる農業経営の安定化や規模拡大のために「分散している農地の連たん化」や「面的な農地
の集積」により作業の効率化を図る。また、将来的な集落営農組織の立ち上げ等について、話合い等を進めてい
く。

区域内の農用地等面積 151

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 151

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域の担い手を中心に農地集積を進めるとともに、可能な範囲で団地化を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

ほ場整備未実施の区域について、可能な範囲で検討を進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

①講演会、研修会、座談会を開催し、地域住民の意識を向上させ、侵入防止柵や緩衝帯の設置、放任果樹の除
去等により有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備に取り組む。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 291

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

本地区は、氷見上部地区及び多兵衛・蔵井地区のほ場整備が完成する等、多くの農地でほ場整備が実施されて
おり、条件の良い農地については、水稲と裸麦等の２毛作も盛んに行われている。

地域の担い手が中心となり、面積集積を行うなど、作業の効率化が図れる形での規模拡大を図っていく。
今後離農や規模縮小する農業者の農地については、機構集積協力金等を活用し、規模拡大志向の地域の担い
手へ集積させ、将来の経営規模の目標が達成される体制を目指していく。
また、ほ場整備が実施された条件の良い農地については、水稲と裸麦の２毛作を行い、優良農地をフル活用して
いく。

区域内の農用地等面積 291

地域名
（地域内農業集落名）

氷見地区
（西町、上の浦、切川、上町、上の川、尾土居、長谷、山口、久保、山道、大久保、新御堂、下町、新町、古町、
裏、西の原、竹内、寺の下、新出、末長、宮の下、新兵衛、土居、蛭子）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①講演会、研修会、座談会を開催し、地域住民の意識を向上させ、侵入防止柵や緩衝帯の設置、放任果樹の除
去等により有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備に取り組む。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】

多くの農地について、ほ場整備が実施されている。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域の担い手を中心に農地集積を進めるとともに、可能な範囲で団地化を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 240

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農振農用地区域内の農地とし、その周辺の農業上の利用が行われる区域及びその区域と住宅地との間にある
農地は保全・管理を行う区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

本地区はほぼ全ての農地について面積整備が実施されており、現在、地域の担い手を中心に水稲を軸にした裸
麦、WCS等の複合経営が行われている。

今後、高齢化や後継者不在により、地域内において農業をリタイアする農業者や規模を縮小する農業者が出てく
ることが想定されるが、こうした農地については、地域内の規模拡大意向がある担い手に集積していく。

区域内の農用地等面積 240

地域名
（地域内農業集落名）

禎瑞地区

（九人、東禎瑞、西禎瑞）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年8月30日

（第２回）

参考様式第５－１号

西 農 水 第 1158 号

令 和 6 年 8 月 30 日

西条市長　玉井　敏久

市町村名
(市町村コード)

西条市

(38206)



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】

ほぼ全ての農地について、面積整備が完了している。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

県、市、JA等と連携し、地域内外から多様な経営体を確保する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

該当なし

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域の担い手を中心に農地集積を進めるとともに、可能な範囲で団地化を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地中間管理機構の活用を検討する等により、地域内農地の集約化を進める。


